
重要な会計方針等の記載及び貸借対照表等に関する注記 

 

１ 継続事業の前提に関する事項 

 

   該当なし 

 

２ 資産の評価基準及び評価の方法 

 

  ①たな卸資産 

   最終仕入原価法 

 

３ 固定資産の減価償却の方法 

 

  ①有形固定資産 

   法人税法の規定に基づく定率法又は旧定率を採用しております。 

    ただし、平成１０年４月 1 日以降に取得した建物（附属設備を除く）については

法人税法の規定に基づく旧定率法、平成１９年４月１日以降に取得した建物（附属

設備を除く）については定額法を採用しております。 

 

  ②無形固定資産 

    法人税法の規定に基づく定額法又は旧定率法を採用しております。 

 

  ③リース資産 

    法人税法の規定に基づくリース期間定額法を採用しております。 

 

４ 引当金の計上基準 

 

  ①賞与引当金 

    従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当会計年度

に負担するべき額を計上しております。 

 

  ②退職給与引当金 

    中退共加入以前に入職した職員の退職給付に備えるため、退職金規定に基づく要

支給額により計算し、計上しております。 

 

５ 消費税及び地方消費税の会計処理の方法 



 

  消費税等の会計処理は税込み方式を採用しております。 

 

６ その他貸借対照表作成のための基本となる需要な事項 

 

   ①医業未収金 

    埼玉県国民健康保険団体連合会及び埼玉県社会保険診療報酬支払基金に対する診

療報酬債権について債権譲渡をしております。 

 

   ②前受収益 

    債権譲渡額のうち、未確定診療報酬債権を前受収益に計上しております。 

 

７ 重要な会計方針を変更した旨等 

 

   該当なし 

 

８ 資産及び負債のうち収益業務に関する事項・収益業務から繰入金の状況に関する事項 

 

   該当なし 

 

９ 担保に供されている資産の関する事項 

 

   土 地   ２５２，４８２千円 

   建 物   ３５６，６５７千円 

 

１０ 法第５１条第１項に規定する関係事業者に関する事項 

 

  ①法人である関係事業者 

 

    該当なし 

 

  ②個人である関係事業者 

 

    該当なし 

 

 １１ 重要な偶発債務に関する事項 



 

    該当なし 

 

１２ 重要な後発事象に関する事項 

     

    新型コロナウィルス感染症の流行により大幅な収益減少が発生しており、またそ

の終息の見通しがたたないことから、翌会計年度の財政及び損益に相当な影響がで

ることが予想される。 

 

１３ その他医療法人の財政状態又は損益の状況を明らかにするために必要な事項 

 

    該当なし 

 


